
（参考） 

 

令和３年 公務員人事管理に関する報告（抄） 

                                   

 

３ 良好な勤務環境の整備 

  (2) テレワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等の研究 

      新型コロナウイルス感染症への対応を契機として、官民を問わずテレワークによる

働き方が広がってきており、各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議において、本年

３月、「国家公務員テレワーク・ロードマップ」が改定され、必要な規模のテレワーク

を実施可能な制度・環境を整備し、令和７年度までに、テレワークを活用することで、

「新しい日常」に対応し、いかなる環境下においても必要な公務サービスを提供でき

る体制を整備することを目指すとされている。テレワークの推進は、業務プロセスの

変革やデジタルトランスフォーメーションの推進を通じた行動変容、非常時における

業務継続の観点から重要である。また、テレワークを活用した柔軟な働き方は育児、

介護等のために時間制約がある職員等の能力発揮やワーク・ライフ・バランスにも資

するものである。 

      本院としても、各府省の取組状況や民間の動向等を踏まえつつ、現行のフレックス

タイム制の柔軟化など、テレワーク等の柔軟な働き方に対応した勤務時間制度等の在

り方について検討を行うため、有識者による研究会を設けることとする。なお、研究

会においては、テレワークを行う職員の作業環境の整備や健康状態の把握等の諸課題

に対応するための方策についても併せて検討する。加えて、本年７月に変更が閣議決

定された「過労死等の防止のための対策に関する大綱」において、民間における勤務

間インターバル制度の導入企業割合等について数値目標が設けられていることも踏ま

え、公務における勤務間インターバルの確保の方策等についても検討を行っていく。 


